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●政治資金規正法改正案が衆議院では維新も賛成、参議院では与党の賛成で成立しましたが、抜本改革の名に
値しないザル法です。
●そもそも自民党議員の裏金問題の全容解明がなされておらず、再発防止は不明確なままです。
●また、議員の責任強化も形式的で、不正が起きても秘書の責任だと逃れることが今後も可能と指摘されています。
●さらに、使途が非公開で問題が指摘されてきた政策活動費の改革もザルで、5つの大きな穴があります。
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政治活動 選挙運動 経常経費
政治上の主義・施策の推進等や公職の候補
者の推薦等の政治活動に要する経費

陣中見舞いなど 人件費、光熱水費、備品・消耗品費、事務所
費など

使い残し
雑所得＝課税対象

黒塗り 時効 非公開

時効非公開

非公開

●10年後に公開、黒塗りアリ
●法施行時点で領収書の保存義務なし
●規制法違反の時効は5年
→10年後に不正が発覚しても逃げ切
れる

●公開対象は「政治活動関連支出」に
限定
●現行法は「政治活動に選挙運動を
含む」場合は明記
→自民・維新案は明記せず

●政治活動との区分は政治家の判断
→経常経費に区分すれば非公開に
●政党の通常支出では項目毎の金額
を公開
→自民・維新案は金額も非公開

●本来課税だが発覚は
10年後（時効は5年）幹事長など

政党

自民・維新が新設

政策活動費の流れ

国民民主党は、①調査研究広報滞在費※の自主的使途公開と②政策活動費の
廃止を実践している唯一の政党です。 ※旧・文通費（文書通信交通滞在費） 

収支報告書のデジタル化
（透明性向上）

不正を犯した政党への交付金
の減額・停止措置を導入

外国人のパーティー券購入禁止

政策活動費の廃止

政治家本人の責任の明確化、
罰則の強化

政治資金に関する監視と制度
提案を行う第三者機関の設置

非公開かつ
非課税の
政治資金は
全廃を！
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